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１．医療保険制度の現状

国民健康保険について
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【医療提供体制】患者（被保険者）

②受診・窓口負担

③診療

①保険料

⑤支払

④請求

・７５歳以上
１割負担
（現役並み所得者は３割負担）

・７０歳から７４歳
２割負担※
（現役並み所得者は３割負担）

・義務教育就学後から６９歳

３割負担

・義務教育就学前

２割負担

行政機関

国

都道府県

市町村

国民健康保険 1,881 約3,800万人

全国健康保険協会
管掌健康保険
（旧政管健保） 1  約3,500万人

組合管掌健康保険 1,431 約2,900万人

共済組合 85 約900万人

（保険者数） （加入者数）（主な制度名）

保険者

医師 303,268人

歯科医師 102,551人

薬剤師 280,052人

【医療保険制度】

※平成26年4月以降に新たに70歳になる者 2割

同年3月末までに既に70 歳に達している者 1割

47 約1,500万人後期高齢者医療制度

医療費39.2兆円

保険料19.1兆円

患者負担4.7兆円

病院： 8,565
（病床数：1,578,254）

診療所： 100,152
（病床数：125,599）

歯科診療所： 68,474

薬局： 55,797
※数字は、平成24年10月1日時点

（出典：平成24年医療施設調査）

※薬局は、 平成25年3月末時点

（出典：平成24年度衛生行政報告例）

看護師 1,067,760人

保健師 57,112人

助産師 35,185人
※医師・歯科医師・薬剤師は平成24年12月31日時点

（平成24年医師・歯科医師・薬剤師調査）

※看護師・保健師・助産師は平成24年における

厚生労働省看護課集計

公費負担

支援金

各保険者

※保険者数及び加入者数は平成25年3月末時点

※加入者数は平成25年3月末時点

我が国の医療制度の概要
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注１ 国民所得及びGDPは内閣府発表の国民経済計算による。総保健医療支出はＯＥＣＤ諸国の医療費を比較する際に使用される医療費で、予防サービスなども含んでおり、

国民医療費より範囲が広い。2012年のＯＥＣＤ加盟国の医療費の対ＧＤＰ比の平均は9.3％

注２ 2013年度の国民医療費（及び後期高齢者医療費。以下同じ。）は実績見込みである。2013年度分は、2012年度の国民医療費に2013年度の概算医療費の伸び率（上表の斜字体）を

乗じることによって推計している。

（兆円）

（年度）

＜対前年度伸び率＞

後期高齢者（老人）医療費 （兆円）
※ （ ）内は後期高齢者（老人）医療費の国民医療費に占める割合

国民医療費の対GDP比

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H7)

2000
(H12)

2001
(H13)

2002
(H14)

2003
(H15)

2004
(H16)

2005
(H17)

2006
(H18)

2007
(H19)

2008
(H20)

2009
(H21)

2010
(H22)

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

国民医療費 6.1 4.5 4.5 ▲1.8 3.2 ▲0.5 1.9 1.8 3.2 ▲0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 3.1 1.6 2.2

後期高齢者（老人）医療費 12.7 6.6 9.3 ▲5.1 4.1 0.6 ▲0.7 ▲0.7 0.6 ▲3.3 0.1 1.2 5.2 5.9 4.5 3.0 3.7

国民所得 7.2 8.1 1.1 1.7 ▲2.2 ▲0.8 1.2 0.5 1.1 1.1 0.8 ▲6.9 ▲3.0 2.4 ▲1.0 0.6 -

GDP 7.2 8.6 1.8 0.8 ▲1.8 ▲0.7 0.8 0.2 0.5 0.7 0.8 ▲4.6 ▲3.2 1.3 ▲1.4 ▲0.2 1.9

医 療 費 の 動 向

老人医療の対象年齢の引上げ
70歳以上 → 75歳以上

（～H14.9） （H19.10～）

（％）

国民医療費の対国民所得比

（参考）総保健医療支出の対GDP比

（実績見込み）

国 民 医 療 費 （兆円）
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平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

(2003) (2004) (2005) (2006) (2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013)

医療費の伸び率 ① 1.9% 1.8% 3.2% -0.0% 3.0% 2.0% 3.4% 3.9% 3.1% 1.6% 2.2%

診療報酬改定 ② -1.0% -3.16% -0.82% 0.19% 0.004%

人口増の影響 ③ 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% -0.1% -0.1% 0.0% -0.2% -0.2% -0.2%

高齢化の影響 ④ 1.6% 1.5% 1.8% 1.3% 1.5% 1.3% 1.4% 1.6% 1.2% 1.4% 1.3%

その他 （①-②-③-④）
・医療の高度化
・患者負担の見直し 等

0.2% 1.2% 1.3% 1.8% 1.5% 1.5% 2.2% 2.1% 2.1% 0.4% 1.1%

制度改正 H15.4
被用者本人
３割負担 等

H18.10
現役並み
所得高齢者
3割負担 等

H20.4
未就学2割負担

注1:医療費の伸び率は、平成24年度までは国民医療費の伸び率、平成25年度は概算医療費（審査支払機関で審査した医療費）であり、医療保険と公費負担医療の合計である。

2:平成25年度の高齢化の影響は、平成24年度の年齢階級別（５歳階級）国民医療費と平成25年度の年齢階級別（５歳階級）人口からの推計である。

医療費の伸び率の要因分解

○ 近年の医療費の伸び率を要因分解すると、「高齢化」で1.5％前後の伸び率となっている。
※ 「その他」の要因には、医療の高度化、患者負担の見直し等種々の影響が含まれる。
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（万円）※ 「医療給付実態調査報告」（厚生労働省保険局）等より作成

１人当たり医療費を年齢階級別にみると、年齢とともに高くなり、70歳代までは外来（入院外＋調
剤）の割合が高いが、80歳代になると入院（入院＋食事療養）の割合が高くなる。

年齢階級別１人当たり医療費（平成23年度）（医療保険制度分）
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口）

1990年(実績) 2025年 2060年

○ 日本の人口構造の変化を見ると、現在１人の高齢者を２．４人で支えている社会構造になっており、
少子高齢化が一層進行する2060年には１人の高齢者を１．２人で支える社会構造になると想定

2012年

65歳～人口

20～64歳人口

１人
５．１人

１人
１．８人

１人
１．２人

１人
２．４人

人口ピラミッドの変化（1990～2060年）

団塊ジュニア世代
（1971～74年

生まれ）

75歳～
597( 5%)

65～74歳
892( 7%)

20～64歳
7,590(61%)

～19歳
3,249(26%)

総人口
1億2,361万人

75歳～
1,519(12%)

65～74歳
1,560(12%)

20～64歳
7,412(58%)

～19歳
2,260(18%)

総人口
1億2,752万人

75歳～
2,179(18%)

65～74歳
1,479(12%)

20～64歳
6,559(54%)

～19歳
1,849(15%)

総人口
1億2,066万人

75歳～
2,336(27%)

65～74歳
1,128(13%)

20～64歳
4,105(47%)

～19歳
1,104(13%)

総人口
8,674万人

歳 歳 歳 歳

万人 万人 万人 万人

団塊世代
（1947～49年

生まれ）
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○ 医療費は、急速な高齢化や医療の高度化等によって、今後、ＧＤＰの伸びを上回って増大。
これに伴い、保険料、公費、自己負担の規模も、ＧＤＰの伸びを上回って増大する見込み。特に公費の増大が著しい。
※医療費の額は、ＧＤＰの設定如何によって左右されるので、対ＧＤＰ比（青線、赤線）を重視するのが適当。

医療費の将来推計
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2012年度
（ＧＤＰ479.6兆円）

2015年度
（ＧＤＰ509.8兆円）

2025年度
（ＧＤＰ610.6兆円）

現状投影
シナリオ

現状投影
シナリオ

改革
シナリオ

改革
シナリオ

医療費の伸び
（右軸）

ＧＤＰの伸び
（右軸）

（兆円）

自己負担

公費

保険料

※１ 社会保障に係る費用の将来推計の改定について（平成24年3月）を基に作成。

※２ 「現状投影シナリオ」は、サービス提供体制について現状のサービス利用状況や単価をそのまま将来に投影（将来の人口構成に適用）した場合、
「改革シナリオ」は、サービス提供体制について機能強化や効率化等の改革を行った場合。（高齢者負担率の見直し後）

※３ 「現状投影シナリオ」「改革シナリオ」いずれも、ケース①（医療の伸び率（人口増減や高齢化を除く）について伸びの要素を積み上げて仮定した場合）
※４ 医療費の伸び、ＧＤＰの伸びは、対2012年度比。 9


